




②県の業務の継続体制を定めた「三重県業務継続計画（三重県ＢＣＰ）」について、各部局における

検証と見直しを行うととともに、市町の業務継続計画の策定を支援しました。今後、計画未策定の

４市町（H30.11.1 現在）に対して、先進事例の提供や策定に向けた研修等の実施により、計画策定

を促進する必要があります。 

③国立研究開発法人海洋研究開発機構が開発・整備した、南海トラフ地震を海底で即時検知するため

のＤＯＮＥＴを活用して、伊勢志摩地域において、津波予測・伝達システムの運用を行いました。

また、県南部地域７市町にかかる津波被害想定データの作成を完了し、伊勢志摩を含む県南部地域

９市町に津波予測情報等を提供するため、気象業務法に基づく津波予報業務許可申請を進めていま

す。今後は、伊勢湾岸地域全体への導入について検討を進める必要があります。 

④避難所の総合的な整備や要配慮者の避難対策など市町の防災・減災対策に対して、地域減災力強化

推進補助金により支援しています。また、県北部海抜ゼロメートル地帯避難対策補助金により、桑

名市や木曽岬町の津波避難対策を支援しています。今後は、三重県防災・減災対策行動計画の行動

項目や、県内での台風被害、平成 30 年７月豪雨など全国各地で頻発する災害で明らかとなった課

題などをふまえ、市町の防災・減災対策の推進を図る必要があります。 

⑤災害対策活動体制の充実・強化について、三重県広域受援計画の検証を目的とした活動実験および

総合図上訓練を実施しました。また、本年 11 月の大規模津波防災総合訓練では、南海トラフ地震

の発生を想定し、国や関係市町、防災関係機関、地域住民と連携した実動訓練を、四日市市および

鳥羽市で実施しました。発生が懸念される南海トラフ地震に備え、県・市町・防災関係機関が連携

し、防災人材の育成を図っていく必要があります。 

⑥三重県広域受援計画の実効性を高めるためには、県と市町が連携した受援体制の構築が必要であり、

現在、市町の受援体制整備の促進を図るための手引書作成に向けて、自治体応援職員、支援物資、

ボランティアの３分野で検討を進めています。今後、この手引書を活用して、市町の受援計画の策

定を支援していく必要があります。 

⑦三重県版タイムラインについて、今年度から県災害対策本部で本格的に運用を開始しました。出水

期が終了したため、今後運用結果を検証し、必要な改善を図る予定です。また、県と市町が連携し

て災害対策を行うため、市町タイムライン基本モデルの作成作業を関係機関の参画のもとで進めて

います。基本モデル策定後は、住民の適切な避難行動につながるよう、県内での水平展開を図る必

要があります。 

⑧物資の備蓄について、「三重県備蓄・調達基本方針」に基づき、昨年度整備したセーフティネット

としての食料や飲料水、生活必需品の現物備蓄を適切に管理するとともに、県と市町で公的備蓄・

調達目標に対する充足状況を把握、共有しました。今後、発災初期に必要な備蓄の確保や食品アレ

ルギーへの対応について市町に働きかけていく必要があります。 

⑨広域防災拠点（北勢拠点）が四日市市内に完成し、県内５地域６拠点による整備が完了しました。

今後とも、各拠点の適切な維持管理に努めていく必要があります。 

⑩広域避難について、海抜ゼロメートル地帯対策の取組として、平成 28 年度に桑員地域２市２町が

締結した「浸水時における広域避難に関する協定」を実効性あるものにするため、２市２町と県が

避難手段や避難ルートなどの検討を進めています。今後、さらに具体的な対応ができるよう、広域

避難に係る検討を進める必要があります。 

⑪気象庁から「南海トラフ地震に関する情報（臨時）」が発表された場合、県では、県民への広報を

行うとともに、市町および防災関係機関との連絡体制を取り、災害等に備えることとしています。

現在、国では、新たな防災対応を定めることとしており、国等からの情報等を収集しながら県の防

災対応について検討する必要があります。 



⑫大規模災害による支援金の支給のため、都道府県が相互扶助の観点から拠出している被災者生活再

建支援基金の全国での合計残高が減少しています。被災者生活再建支援法適用時における被災者生

活再建支援金の円滑な支給に向けて、全国の都道府県での拠出が必要です。 

⑬有事への対応を迅速かつ的確に行うため、国民保護に関する国の基本指針の変更等に基づき、平成

30 年４月に「三重県国民保護計画」を変更しました。また、この計画に基づき、平成 31 年１月に

国、関係機関と連携した図上訓練を実施します。引き続き、訓練を通じて明らかになった課題への

対応や、県民への情報提供を行う必要があります。 

⑭災害対応力の充実・強化を図るため、他県警察との合同災害警備訓練や警察本部と各警察署が連携

した図上訓練などを実施しています。引き続き、資機材を活用した各種訓練を実施する必要があり

ます。 

⑮防災通信ネットワークについて、常に通信が可能となるよう適正な維持管理を行うとともに、2022

年 11 月末までとされている地上系防災行政無線設備の新しい技術基準への適合、機器の老朽化等

に対応するための設備更新に向けて、設備を再整備するための設計を行っています。引き続き、現

有設備の適正な維持管理を行うとともに、設計に基づく設備の更新工事を行っていく必要がありま

す。 

⑯防災情報プラットフォームについて、気象情報や災害情報等をホームページやメール配信等により

提供するとともに、防災情報システムを活用した災害対策本部の運営を行いました。また、６月か

らはツイッターに加えてＬＩＮＥによる情報提供を開始し、台風接近時の留意事項など身近な情報

をわかりやすい文章で発信しています。また、県が発信する防災情報をスマートフォンで見やすく

改良したほか、国管理河川の水位情報の提供や災害時の応援・受援の状況が把握できる機能の追加

を行っています。今後、それぞれの情報発信ツールの特色を生かし、内容の充実を図るほか、災害

対応への活用を図るため、機能の改善を図る必要があります。 

⑰震度情報ネットワークシステムについて、県内の震度情報を収集し災害対応に活用するとともに気

象庁および消防庁に提供しています。また、震度情報を収集し処理するためのサーバー類の更新を

行っています。引き続き、震度情報の収集および活用を行うとともに、震度計の更新を行う必要が

あります。 

⑱災害時においても必要な医療が提供できるよう、ＢＣＰの考え方に基づく災害医療マニュアルの策

定を促進するためのＢＣＰ策定研修会を開催しました。また、災害医療に精通した人材の育成を進

めるため、災害医療コーディネーター等を養成する研修の充実を図る必要があります。 

⑲耐震診断が義務化された不特定多数の者が利用する大規模建築物等のうち、避難所として活用され

る建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修はこれまで計画どおり進捗してきましたが、残り１棟の工

事着手が遅れています。また、耐震診断を義務付けた第一次緊急輸送道路を閉塞するおそれのある

沿道建築物（避難路沿道建築物）については、耐震診断や補強設計の支援を行い、一定程度進捗し

ました。引き続き、建築物の早期の耐震化の実施に向けた取組を行う必要があります。 

⑳木造住宅の耐震化については、無料耐震診断や設計、補強工事、空き家除却への補助事業を実施す

るとともに、耐震化促進のため、市町や関係団体と連携し、旧耐震基準の住宅所有者への戸別訪問

を実施しています。今後も訪問戸数を増やすなど普及啓発を強化するとともに、近年、要望戸数が

増加している空き家除却を支援する等、耐震化促進の取組を継続する必要があります。 

㉑県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策について、13 校 24 棟の対策工事と 10 校 22 棟の対

策工事に係る設計を実施しています。すべての屋内運動場等の対策完了に向け着実に取組を進める

必要があります。また、県立学校のブロック塀等の対策については、撤去と必要な代替措置を平成

30 年度中に完了するよう、計画的に進める必要があります。 





⑦三重県版タイムラインについて、津地方気象台をはじめとする関係機関と連携して、災害時での運

用を重ねながら改善を図るとともに、住民の適切な避難行動につなげるため、市町におけるタイム

ラインの策定を支援していきます。 

⑧物資の備蓄について、現物備蓄の適切な管理を行うとともに、発災初期に必要な備蓄の確保のほか、

食品アレルギーへの対応について市町に働きかけていきます。また、民間事業者の協力を得て行う

流通備蓄の確保に向けて協定締結先の拡大などを進めます。 

⑨広域防災拠点について、必要な点検のほか、適切な維持管理を行います。 

⑩広域避難について、海抜ゼロメートル地帯対策の取組として、引き続き、桑員地域２市２町と連携

し、広域避難に係る訓練と検証を進めます。 

⑪「南海トラフ地震に関する情報（臨時）」について、国等からの情報を参考にしながら、住民の避

難行動につなげる取組や企業、団体等の事業継続もふまえて、関係機関と連携して、適時的確な対

応を行います。 

⑫都道府県が相互扶助の観点から拠出している被災者生活再建支援基金について、基金の残高減少に

伴い、三重県負担分を追加拠出し、被災者生活再建支援法適用時における被災者生活再建支援金の

円滑な支給に寄与します。 

⑬有事への対応をより迅速かつ的確に行うため、県国民保護計画の所要の見直しや市町を対象とする

国民保護訓練に関する研修会を実施します。また、ホームページ等により県民へのわかりやすい情

報提供を行います。 

⑭防災通信ネットワークについて、地上系防災行政無線設備、有線系通信設備等の更新工事を行いま

す。 

⑮防災情報プラットフォームについて、必要なシステム改修を行うとともに、県民によりわかりやす

い防災情報の提供および災害対策本部での活用を図ります。 

⑯震度情報ネットワークシステムについて、震度計の更新工事を進め、県内の震度情報の収集・提供

を行います。 

⑰地域防災力の充実・強化に向けて、市町および三重県消防協会と連携し、「みえ消防団応援の店」

制度の充実や消防団員の入団促進の取組を実施するとともに、消防の広域化および連携・協力の推

進については、「三重県消防広域化及び連携・協力推進計画」（仮称）に基づき、関係市町の意向を

ふまえながら各地域の実情に応じた取組を進めます。 

⑱高圧ガス等の保安について、適正な保安管理等を徹底するため、引き続き保安検査、立入検査等を

実施するとともに、自主保安の推進を支援するための研修を行います。また、「三重県石油コンビ

ナート等防災計画」に基づき、コンビナート事業者の防災対策を促進します。 

 

 

⑲災害時においても全ての病院で電力や水等が確保され、必要な医療が提供できるよう、ＢＣＰの考

え方に基づく災害医療マニュアルの策定促進と定着化を図るための指針を作成します。また、災害

医療を支える人材育成を進めるため、災害医療コーディネーター研修等の内容を充実するとともに、

ＤＭＡＴの訓練への参加促進や、災害看護研修を実施します。さらに、災害薬事コーディネーター

の養成、委嘱を行うなど、災害時の円滑な医薬品等の供給体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

医療保健部 





④災害対応力強化事業【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(30)  ４２，７５３千円 → (31)  ３９，０８１千円 

事業概要：局地的豪雨や台風、地震等をはじめとする自然災害に備えるため、市町の受援計画や

タイムラインの策定を支援することなどにより災害対応力を強化します。 

 

⑤（新）被災者生活再建支援基金出資金【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(30)     － 千円 → (31)  ６０１，４５５千円 

事業概要：都道府県が相互扶助の観点から拠出している被災者生活再建支援基金の残高減少に伴

い、三重県負担分を追加拠出します。 

 

⑥国民保護対策費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(30)  ５，６９０千円 → (31)  ４１６千円 

事業概要：有事への対応を迅速かつ的確に行うため、三重県国民保護計画の所要の見直しを行う

とともに、市町を対象とする国民保護訓練に関する研修会を実施します。 

 

⑦防災行政無線整備事業【基本事業名：11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】 

予算額：(30)  ８７，２０４千円 → (31)  ７６６，９００千円 

事業概要：地上系防災行政無線設備を新しい免許基準に適合させるとともに経年劣化による故障

に対応するため、地上系防災行政無線設備および有線系通信設備の更新を行います。 

 

⑧防災情報プラットフォーム事業【基本事業名：11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】 

予算額：(30)  ４１，１８８千円 → (31)  ４８，８６７千円 

事業概要：県民にわかりやすい情報の提供を行うとともに、災害対策本部活動の支援機能を強化

するため、機能の向上、追加等の改修を行います。 

 

⑨気象情報収集事業【基本事業名：11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】 

予算額：(30)  ６４，５１８千円 → (31)  １４５，９７６千円 

事業概要：県内の震度情報を確実に収集するため、県内の市町に設置している震度計の更新を行

います。 

 

⑩消防行政指導事業【基本事業名：11208 消防救急体制の充実・強化】 

予算額：(30)  ８，１７１円 → (31)  ７，４６７千円 

事業概要：県内の消防体制の強化を支援するとともに、県内各市町の消防団で構成される三重県

消防協会の活動を支援することにより、消防団員の確保や消防団の活性化等に取り組

みます。 

 

⑪高圧ガス指導事業【基本事業名：11209 高圧ガス等の保安の確保】 

予算額：(30)  ２１，４５５千円 → (31)  １８，７６８千円 

事業概要：高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を徹

底するとともに、許認可申請に対する審査および保安検査、立入検査によって安全を

確保します。また、企業による自主保安の推進を目的とした研修を行います。 

 

 

 



 

 

⑫（一部新）災害医療体制強化推進事業【基本事業名：11204 災害医療体制の整備】 

予算額：(30)  １６，２８１千円 → (31)  １９，４５６千円 

事業概要：災害時においても病院機能が維持され、必要な医療が提供されるよう、病院における

ＢＣＰの考え方に基づく災害医療マニュアルの策定と定着化を促進するとともに、災

害医療コーディネーター研修や災害看護研修等を実施することにより、災害医療に精

通した人材の育成を進めます。 

 

⑬（一部新）激甚災害時医薬品等備蓄・供給体制整備費 

【基本事業名：11204 災害医療体制の整備】 

予算額：(30)  ４，７７２千円 → (31)  ５，００８千円 

事業概要：関係団体と連携し、災害用医薬品等の確保や、災害薬事コーディネーターの養成、委

嘱を行うとともに、ワークショップなどの研修を通じて体制の強化を図るなど、災害

時の円滑な医薬品等の供給体制の充実を図ります。 

 

 

⑭建築物耐震対策促進事業【基本事業名：11205 安全な建築物の確保】 

予算額：(30)  ５２，５６７千円 → (31)  ５４，１５０千円 

事業概要：大規模建築物等の耐震改修、避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援

を行います。 

 

⑮待ったなし！耐震化プロジェクト【基本事業名：11205 安全な建築物の確保】 

予算額：(30)  ９８，７２６千円 → (31)  ９４，７０９千円 

事業概要：戸別訪問による住宅耐震化の普及啓発を促進するとともに、木造住宅の耐震診断、耐

震補強、除却等を支援します。 

 

⑯緊急輸送道路機能確保事業【基本事業名：11207 緊急輸送道路の機能確保】 

予算額：(30)  ４，３９１，６４６千円 → (31)  ６，５９３，６０２千円 

事業概要：災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸送に資する県管理

道路の計画的な修繕や整備を進めます。 

 

 

⑰校舎その他建築費【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(30)  １，２３２，６７０千円 → (31)  ２，３０６，３６８千円 

事業概要：県立高等学校の施設について、屋内運動場等の天井等落下防止対策、老朽化対策など

防災機能の充実、教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

 

 

 

 

 

医療保健部 

県土整備部 

教育委員会 



 

 

⑱私立学校校舎等耐震化整備費補助金【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(30)  ３，１２５千円 → (31)  ９，０００千円 

⑲私立幼稚園施設耐震化整備費補助金【基本事業名：11206 教育施設の防災対策】 

予算額：(30)    ６５２千円 → (31)    ６６４千円 

事業概要：私立学校における屋内運動場の天井等落下防止対策等の耐震化事業に対して助成を行

うことにより、安心して学べる環境の整備を促進します。 

 

 

⑳災害警備対策費【基本事業名：11202 災害対策活動体制の充実・強化】 

予算額：(30)  ２，４１３千円 → (31)  ２，４１７千円 

事業概要：大規模災害発生時における各種警察活動を迅速かつ的確に実施するため、災害警備活

動に必要な物資および資機材の維持管理を図ります。 

 

環境生活部、子ども・福祉部 

警察本部 


